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長 尾 英 彦
福岡地裁 平成() 年２月９日判決 (賃金と社会保障号頁)
[事案の内容]
Ｘ (原告) は, 	
	(平元) 年生まれで, 単心房・単心室 (通常, 人
の心臓には２つあるはずの心房・心室が１つしかなく, 心臓の中で静脈
血と動脈血が混じってしまい, 血液中の酸素が足りなくなる) 及び肺動
脈閉鎖の原傷病による心臓機能障害があり, 		(平２) 以来, 身体障
害者１級の認定を受けている｡
小学校, 中学校及び通信制高校は, 両親の送迎により通学し, 校内で
は階段を使わない範囲で自力歩行をしていた｡ (平) 年４月, 写
真撮影の専門学校へ入学したが, 電車及び徒歩 (後述するように, 一度
に自力で歩けるのはメートルが限度) による通学や課外活動の心臓










症症状がおこる････｣ などとし, 電動車いすの使用によって ｢活動範囲
が拡がる｡ そのことによりＱＯＬ [生活の質の快適さ：引用者註] の維
持向上が期待できる｣ との好意的な意見を記していた｡




足により皮膚, 爪などが青白く変色する) が出現するが, 休息を取り入
れながらであれば歩行は可能であること等が記録されている｡
市福祉事務所長は, 上記調査結果を受け, Ｘに対する電動車いすの支
給を ｢不承認｣ とし, (平) 年３月６日, Ｘの申請について却下
処分をした｡
この時点では, Ｘに対して却下処分の理由は示されず, 市に問い合わ
せても具体的な回答がなかったため, Ｘとその家族は, (平) 年４
月６日, 市長に対して審査請求を申し立てた｡ 同年７月日, 棄却裁決
が出されたが, 処分庁ないし更正相談所の判断を是認するのみで, やはり
具体的な理由は示されず, Ｘやその家族が納得できるものではなかった｡
そこで, Ｘは, 上記却下処分の取消, 購入費用 (約万円) の支給の
義務付け, 上記棄却裁決の取消などを求めて提訴した｡
[関連法令等]






















・ 同 ５条項 [現 項]













































































































｡ そこには, 身体障害者について, ｢自立した生活｣ とか ｢自
己実現｣ とか ｢社会参加の機会の保障｣ などという発想は皆無である
(４)
｡



















権利 (憲法条, 条, 条, 条)｣ については, 今回の判決では言
及がなされなかった
(７)




(１) 本判決の解説・評釈として, 星野圭・賃金と社会保障号 () 
頁, 横田明美・同頁を参照｡ また, 原告本人による ｢意見陳述｣ 同	頁,




障害者自立支援法は, (平) 年６月に改正され, ｢障害者総合支
援法 (障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律)｣
へ移行しているが, 内容は (名称に反して) 前法の部分的な改正に止まっ
ている｡ 菊池馨実・中川純・川島聡編著 『障害法』 (成文堂, ) 	
頁 [中川純・新田秀樹執筆]｡
(２) 星野圭・前掲 (註１) 解説 [頁] 参照
(３) 星野圭・同前, 横田明美・前掲 (註１) 評釈 [頁] など参照
(４) 車いすの関係ではないが, 障害者の介護保障請求権の問題として, 障害
者の外出のための ｢移動介護に係る居宅生活支援費｣ の支給量の上限が争
われた (月時間の移動介護量が認められていたのを, 時間ないし
時間へ削減された) ｢鈴木訴訟｣ において, 東京地判平..	賃金と社
会保障	号頁は, 行政側の支給決定処分の取消を認容した｡ 支給決定
と支給量の問題について, 前掲 (註１) 『障害法』 頁 [福島豪・永
中京法学巻１号 (年) ()
野仁美執筆]｡
(５) 原告本人の ｢意見陳述｣ (前掲註１) [頁] 参照
(６) 星野圭・前掲 (註１) 解説 [頁] 参照
(７) 星野圭・同前｡ 障害者の移動の自由の保障の問題について, 前掲 (註１)
『障害法』 頁 [尾形健執筆] など参照｡ この点について, 東京高判平.
.判例時報	号
頁は, 身体障害者が介護を受けて鉄道・バスに乗車
する際, その介護者にも運賃の割引 (５割) の制度があることを市の担当
職員が教示しなかったことについて, 情報提供義務違反がある (身体障害
者福祉法９条４項２号 [現９条５項２号]) と判示した (てびき中に ｢第
一種身体障害者 (介護付) ････五割｣ という記載があるだけでその旨が理




る｣ (頁｡ 下傍線は引用者) と言明している点が注目される｡
電動車いすを購入する権利 (長尾) ()
中京法学巻１号 (年) ()
西日本新聞2015 (平27) 年2月19日 朝刊30面
※ 判決後の２月日, 被告の筑後市は, ｢原告の症状が申請時よりも悪化
しているので｣ などという理由で, 判決に対して, ２月日, 控訴しない
ことを決めた｡ 西日本新聞(平) 年２月日朝刊面｡
